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福島県の連結バランスシート（試案） 

 総務省「地方公共団体の連結バランスシート（試案）について」に基づき、平成 19 年度

決算について福島県の連結バランスシート（試案）を作成しました。 

 連結バランスシートは、県の全会計及び県と連携協力して行政サービスを実施している関

係団体のバランスシートを合計し、各会計・関係団体相互間の取引を相殺消去したものです。 

※連結バランスシートに含まれる県の会計と関係団体（詳細は次頁参照） 

n 福島県の普通会計、公営事業会計 

n 福島県土地開発公社、福島県道路公社、福島県住宅供給公社及び公立大学法人 

n 福島県の出資比率が 50%以上の法人及び資本金等に対する福島県の債務負担割合が

50％以上の法人 

（単位 億円）

有形固定資産 32,553 負債
投資等 地方債 11,669

投資・出資 480 団体長期借入 377
貸付金 176 引当金等 2,688
基金 715 流動負債 1,256
その他 228 負債計 15,990
投資等計 1,599

流動資産 資産・負債差額
現金・預金 414 19,048
未収金 334
その他 129
流動資産計 877

繰延資産 9

資産計 35,038 負債及び資産・負債差額計 35,038

福島県の連結バランスシート（平成20年3月31日現在）

 

 連結バランスシートは、普通会計のバランスシートと比べて、資産が 3,327億円の増、普

通会計の正味資産にあたる資産・負債差額が 1,825億円の増となっています（下表参照）。 

 

（単位 億円）

有形固定資産 3,616 負債
投資等 地方債 684

投資・出資 △685 団体長期借入 377
貸付金 △336 引当金等 165
基金 59 流動負債 276
その他 228 負債計 1,502
投資等計 △734

流動資産 資産・負債差額
現金・預金 153 1,825
未収金 154
その他 129
流動資産計 436

繰延資産 9

資産計 3,327 負債及び資産・負債差額計 3,327

普通会計からの増減

                                

 投資・出資や貸付金が減少しているのは、それらを受け手である連結団体側で保持されている

状態区分（有形固定資産等）に従って計上し直しているためです。 
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【注記】 

１．連結の範囲 

 連結の範囲は、福島県の全会計（普通会計、公営事業会計）、及び本県の関与・財政支援の下で本

県の事務事業と密接な関連を有する業務を実施している関係団体として認められる法人で、具体的に

は次の３つの基準のいずれかに該当する 31 法人である（別紙の「連結バランスシートに含まれる県

の会計と関係団体」を参照）。 

○地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社、道路公社） 

○地方独立行政法人及び公立大学法人 

○出えん・出資比率 50％以上の民法法人及び商法法人 

○出えん・出資比率 25％以上の民法法人及び商法法人で本県がその者のために資本金等の２分

の１以上の額の債務を負担しているもの 

２．会計処理の相違 

（１）会計基準 

①官庁会計を採用する一般会計及び特別会計 

 総務省研究会報告「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」に準じて作

成したバランスシートを用いた。 

②公営企業会計 

 地方公営企業法施行規則等に基づいて作成した公営企業決算統計の貸借対照表を用いた。 

③地方三公社、地方独立行政法人及び第三セクター 

 議会への報告がなされている各々の貸借対照表を用いた。 

（２）有形固定資産の減価償却方法 

 普通会計については、普通建設事業費の区分ごとに地方公営企業法施行規則等を参考に耐用年数

を設定し、当該区分ごとに定額法により減価償却を行っている。公営事業会計については、地方公

営企業法施行規則による耐用年数等に基づき定率法もしくは定額法によっている。地方三公社、地

方独立行政法人及び第三セクターについては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年

大蔵省令第 15 号）の規定に基づく定率法もしくは定額法によっている。 

（３）引当金の計上方法 

 退職給与引当金は、普通会計については会計年度末に職員全員が普通退職した場合の要支給額を

計上しており、関係団体については期末時点において職員全員が普通退職した場合等の要支給額を

計上している。 

 その他の引当金としては、地方三公社及び関係団体において、修繕引当金等を計上している。 

（４）出納整理期間における現金の受払いの調整 

 普通会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金等の受払いについて

は会計年度末日に現金等の受払いが終了したものとみなして計上しているが、公営企業会計及び関

係団体には出納整理期間が存在しないため、普通会計において出納整理期間中に現金の受払い等が

なされた場合は、公営企業会計及び関係団体においても、これに対応する現金の受払い等が当該会

計年度末に終了したものとして調整を行っている。 
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○連結バランスシートに含まれる県の会計と関係団体 

（１）県の会計 

普通会計 一般会計、公債管理特別会計、土地取得事業特別会計、母子寡婦福祉資金貸付金特別会計、小規

模企業者等設備導入資金貸付金等特別会計、農業改良資金貸付金特別会計、林業・木材産業改善

資金貸付金特別会計、沿岸漁業改善資金貸付金特別会計、証紙収入整理特別会計、奨学資金貸付

金特別会計 

公 営 事 業

会計 

県立病院事業会計、工業用水道事業会計、地域開発事業会計、公営企業資産活用事業会計、 

港湾整備事業特別会計、流域下水道事業特別会計 

想 定 企 業

会計 

特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業 

※これらは県の決算書では一般会計に属するが、決算統計上では普通会計から除外され、企業会

計として整理されている。 

（２）関係団体 （単位 百万円、%） 

名   称 業務の内容 出資金 出資率 

福島県土地開発公社 公有地の先行取得等 251 100.0 

福島県住宅供給公社 住宅及び宅地の供給 11 68.8 

福島県道路公社 有料道路の新設、改築、維持管理 1,455 100.0 

(公)福島県立医科大学  29,454 100.0 

(公)会津大学  19,304 100.0 

(財)ふくしま自治研修センター 自治体等の職員研修、地方自治に関する調査研究 15 50.0 

(財)福島県電源地域振興財団 電源地域の振興、Ｊヴィレッジ施設の利活用促進 30 100.0 

(財)福島県原子力広報協会 原子力にかかる広報等 10 50.0 

(財)福島県国際交流協会 県民の国際交流に関する幅広い分野の活動の促進等 373 59.6 

(財)福島県腎臓協会 腎臓提供者の登録に関する事業等 46 80.3 

(財)福島県総合社会福祉基金 社会福祉事業者への貸付、助成 2,494 88.9 

(財)福島県障がい者スポーツ協会 障がい者スポーツの振興 229 100.0 

(財)福島県観光開発公社 レストハウス・国民宿舎の管理運営 36 100.0 

(財)福島県産業振興センター 中小企業等の経営基盤強化等の支援 1,723 62.6 

(財)物産プラザふくしま ふるさと産品の振興 600 59.0 

(財)郡山地域テクノポリス推進機

構 

郡山地域テクノポリス圏域を対象とした産業・技術振興等 840 55.6 

(財)いわき勤労福祉事業団 勤労者福利厚生施設の運営等 15 50.0 

(社)福島県畜産振興協会 畜産振興、家畜市場管理運営、凍結精液・受精卵供給等 320 55.0 

(社)福島県林業公社 分収方式森林整備 10 39.2 

(財)福島県農業振興公社 農地保有合理化事業、就農促進事業等 46 90.2 

(財)福島県きのこ振興センター 県内で生産されているきのこ類の振興 180 60.0 

(財)ふくしまフォレスト・エコ・ラ

イフ財団 

フォレスト・エコ・ライフの推進 220 100.0 

(財)福島県栽培漁業協会 放流種苗の生産及び分譲等 550 91.7 

(財)福島県下水道公社 流域下水道の維持管理 35 50.1 

(財)福島県文化振興事業団 文化の振興及び文化施設の維持管理 2 100.0 

(財)福島県自然の家 福島県自然の家の運営、生涯学習の推進等 67 97.1 

(財)ふくしま海洋科学館 海洋科学館の運営、海洋文化の振興等 150 100.0 

(財)福島県学術教育振興財団 学術調査研究活動への助成 1,021 100.0 

(財)福島県文化振興基金 県民等の文化活動に対する助成及び顕彰等 1,349 86.2 

(財)福島県スポーツ振興基金 生涯スポーツ団体等の活動に対する助成等 2,000 100.0 

(財)暴力団根絶福島県民会議 暴力団排除運動の広報啓発等 339 52.8 

福島テレビ(株) 地域に根ざした放送活動の推進他 175 50.0 



福島県連結バランスシート（試案）
（平成２０年３月３１日現在）

(単位：百万円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固  定  負  債

 （１）地方公共団体  （１）地方公共団体

  ①普通会計 2,893,723   ①普通会計債 1,098,459

   ②公営事業会計 238,810   ②公営企業債 68,438

    地方公共団体計 3,132,533     地方公共団体計 1,166,898

 （２）関係団体  （２）関係団体

  ①一部事務組合・広域連合 0   ①一部事務組合・広域連合地方債 0

  ②地方独立行政法人 47,350   ②地方独立行政法人長期借入金 0

  ③地方三公社 10,922   ③地方三公社長期借入金 16,164

  ④第三セクター 64,480   ④第三セクター長期借入金 21,552

    関係団体計 122,752     関係団体計 37,716

    有形固定資産合計 3,255,285   （３）債 務 負 担 行 為 0

  （４）引     当     金 257,283

（うち 退職給与引当金） 253,833

（   その他の引当金） 3,451

２．投   資   等   （５）そ     の     他 11,515

 （１）投資及び出資金 47,955     固 定 負 債 合 計 1,473,412

 （２）貸   付   金 17,625

 （３）基        金 71,531 ２．流  動  負  債

 （４）退職手当組合積立金 0  （１）翌年度償還予定額

 （５）そ   の   他 22,804   ①地方公共団体 105,752

    投  資  等  合  計 159,915   ②関係団体 4,756

    翌年度償還予定額計 110,508

 （２）翌年度繰上充用金 0

 （３）そ        の        他 15,084

３．流  動  資  産     流 動 負 債 合 計 125,595

 （１）現   金 ・ 預   金 41,391

 （２）未      収      金 33,394   負    債    合    計 1,599,007

 （３）そ   の   他 12,902

    流 動 資 産 合 計 87,690 ［資産・負債差額の部］

  資産・負債差額合計 1,904,775

４．繰 延 勘 定 893

 資    産    合    計 3,503,783  負債及び資産・負債差額合計 3,503,783

※債務負担行為（本表に計上されないもの）に関する情報
 ①物件の購入等に係るもの 93,969 （  うち連結対象法人に対するもの 6,269 ）

 ②債務保証又は損失補償に係るもの 174,766 （   同         上 133,807 ）

 ③利子補給等に係るもの 8,564 （   同         上 326 ）

＜留意点＞
この連結バランスシート（試案）は、総務省「連結バランスシート（試案）について」に基づいて作成しています。

この連結バランスシート（試案）は、当団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して、一つの行政主体で
あるとみなして作成したものであり、関係団体の資産及び負債等が当団体に帰属するものではない点にご留意下さい。

○

○

借                         方 貸                        方



福島県連結バランスシート（普通会計からの増減）
（平成２０年３月３１日現在）

(単位：百万円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固  定  負  債

 （１）地方公共団体  （１）地方公共団体

  ①普通会計 0   ①普通会計債 0

   ②公営事業会計 238,810   ②公営企業債 68,438

    地方公共団体計 238,810     地方公共団体計 68,438

 （２）関係団体  （２）関係団体

  ①一部事務組合・広域連合 0   ①一部事務組合・広域連合地方債 0

  ②地方独立行政法人 47,350   ②地方独立行政法人長期借入金 0

  ③地方三公社 10,922   ③地方三公社長期借入金 16,164

  ④第三セクター 64,480   ④第三セクター長期借入金 21,552

    関係団体計 122,752     関係団体計 37,716

    有形固定資産合計 361,561   （３）債 務 負 担 行 為 0

  （４）引     当     金 4,999

（うち 退職給与引当金） 1,548

（   その他の引当金） 3,451

２．投   資   等   （５）そ     の     他 11,515

 （１）投資及び出資金 △68,578     固 定 負 債 合 計 122,668

 （２）貸   付   金 △33,540

 （３）基        金 5,947 ２．流  動  負  債

 （４）退職手当組合積立金 0  （１）翌年度償還予定額

 （５）そ   の   他 22,804   ①地方公共団体 7,730

    投  資  等  合  計 △73,366   ②関係団体 4,756

    翌年度償還予定額計 12,486

 （２）翌年度繰上充用金 0

 （３）そ        の        他 15,084

３．流  動  資  産     流 動 負 債 合 計 27,573

 （１）現   金 ・ 預   金 15,244

 （２）未      収      金 15,423   負    債    合    計 150,241

 （３）そ   の   他 12,902

    流 動 資 産 合 計 43,572 ［資産・負債差額の部］

  資産・負債差額合計 182,419

４．繰 延 勘 定 893

 資    産    合    計 332,660  負債及び資産・負債差額合計 332,660

借                         方 貸                        方


